
 

平成３０年度 第４回庁議要旨 

 

日時：平成３０年５月２２日（火） 

午前９時～午前９時３０分 

会場：庁議室 

 

[審議事項] 

１ 荻浜支所及び荻浜公民館の供用開始について（総務部、生活環境部、教育委員会） 

荻浜支所と荻浜公民館は、東日本大震災の津波により壊滅的な被害を受け、現地再建が困難とな

ったことから、被災した支所庁舎と公民館の複合施設として、防災集団移転事業で造成する高台に

建設することとなった。 

平成２９年９月に着工した（仮称）荻浜支所等複合施設災害復旧建築工事が本年８月に完成する

ことから、荻浜支所及び荻浜公民館の供用を開始するもの。 

 

(1) 主な内容 

荻浜支所と荻浜公民館の複合施設として、次のとおり移転し、供用開始するもの。 

① 施設概要 

施設の所在：石巻市荻浜字白浜山７番地２ 

建 物 構 造：鉄筋コンクリート造一部鉄骨造平屋建て 

敷 地 面 積：２，８７０．５３㎡ 

延 床 面 積：８５９．００㎡ 

【内訳】             （単位：㎡） 

区 分 整備後 従 前 

支 所 ２４６．７０ ３７４．０５ 

公民館 ４７４．１０ ６６６．８０ 

共 用 １３８．２０ － 

計 ８５９．００ １,０４０．８５ 

   うち公民館施設内容：大ホール、会議室、講座室、和室、調理実習室、図書コーナー 

② 所在地の変更について 

旧：石巻市荻浜字家前１７番地（荻浜支所） 

石巻市荻浜字家前６５番地（荻浜公民館） 

新：石巻市荻浜字白浜山７番地２ 

③ 公民館使用料の変更について 

                                       （単位：円） 

 改         正 現         行 
時間区分 

 

室名 

午前 9時

～午後1時 

午後 1時

～午後5時 

午後5時

～午後9

時30分 

午前 9時

～午後 9

時30分 

時間区分 
 

室名 

午前 9時

～午後1時 

午後 1時

～午後5時 

午後 5時

～午後 9

時30分 

午前 9時

～午後 9

時30分 

大ホール 

（236.50㎡） 
3,450 4,970 5,620 14,040 

大ホール 

(299.00㎡） 
4,280 5,910 6,830 15,080 

会議室 

（38.50㎡） 
540 760 970 2,270 

会議室 

（37.80㎡） 
620 830 1,250 2,720 



 

講座室 

（42.00㎡） 
650 860 970 2,480 

講座室 

（36.07㎡） 
620 830 1,250 2,720 

和室 

（45.66㎡） 
650 970 1,080 2,700 

和室 

（57.65㎡） 
830 1,350 1,780 3,980 

調理実習室 

（44.34㎡） 
650 970 1,080 2,700 

調理実習室 

（41.80㎡） 
660 810 1,010 2,540 

冷暖房費：「１室１時間につき３００円」を「１室１時間につき１００円（ただし、大ホールについ

ては、１時間につき３００円）」に変更する。 

 

(2) 今後の予定 

平成３０年 ６月 市議会第２回定例会へ石巻市支所設置条例及び石巻市公民館条例の一部改正

を提案（平成３０年１０月１日施行予定） 

石巻市教育委員会の組織等に関する規則の一部改正 

（平成３０年１０月１日施行予定） 

       ８月 （仮称）荻浜支所等複合施設災害復旧建築工事完成予定 

       ９月 備品等搬入及び荻浜支所仮設庁舎からの引越予定 

      １０月 供用開始予定 

 

２ 生産性向上特別措置法に基づく固定資産税の課税標準の特例について（産業部、財務部） 

  生産性向上特別措置法が、第１９６回通常国会で可決・成立した。 

同法は、急速な技術革新の進展により産業構造及び国際的な競争条件が著しく変化する中で、産

業の生産性の向上を短期間に実現することを目的としている。 

短期間での生産性の向上に関する施策として、中小企業者が労働生産性を一定程度向上させるた

め、先端設備等を導入する計画を策定し、所在する市区町村の認定を受けた場合、固定資産税の課

税標準の特例を適用させることができるようになった。 

少子高齢化や人手不足、働き方改革への対応等の厳しい事業環境を乗り越えるため、中小企業者

の所有している設備を生産性の高い設備に更新を促すもの。 

 

(1) 主な内容 

① 固定資産税の課税標準の特例を受けるための手続 

ア 市区町村の手続 

国が策定する「導入促進指針」に基づき市区町村が「導入促進基本計画」を策定し、国の同

意を得る。 

イ 中小企業者の手続 

国の同意を得た「導入促進基本計画」に合致する「先端設備等導入計画」を作成し、市区町

村から認定を受けた後に先端設備等を取得する。 

市区町村に対し、当該先端設備等に係る固定資産税の課税標準の特例を受けるための申請を

行う。 

② 先端設備等導入計画の主な要件 

ア 計画期間 

計画認定から３年間 



 

  イ 労働生産性 

   計画期間において基準年度比で労働生産性が９％以上（年平均３％以上）向上すること。 

  ウ 先端設備等の種類 

労働生産性の向上に必要な生産、販売活動等の用に直接供される次の設備を導入すること

（中古資産を除く。）。 

減価償却資産の種類 最低取得価格 
設備自体の 

販売開始時期 
備 考 

機械装置 １６０万円以上 １０年以内  

測定工具及び検査工具 ３０万円以上 ５年以内  

器具備品 ３０万円以上 ６年以内  

建物附属設備 ６０万円以上 １４年以内 
家屋と一体となって効用を果たすも

のを除く。 

③ 特例措置 

対象となる先端設備等の固定資産税の課税標準を３年間ゼロとする（平成３３年３月３１日ま

でに取得したものに限る（平成３６年度課税分まで））。 

なお、特例措置としては、各市区町村が課税標準をゼロ～１／２で定めることとされているが、

国の一部の補助金において、ゼロとする意向を表明した市区町村に所在する事業者が優先採択を

受けられることとされている。 

 

(2) 今後の予定 

平成３０年６月 生産性向上特別措置法施行 

  平成３０年市議会第２回定例会に石巻市市税条例の一部改正について提案（公布

の日から施行） 

生産性向上特別措置法の施行後、速やかに「導入促進基本計画」を策定し、国の

同意を得る。 

 

３ 石巻中央公民館駅前新町分館の廃止について（教育委員会） 

公民館分館については、地域の集会所としての性格が強く、現在、集会所等への転換を推進して

いる。 

石巻中央公民館駅前新町分館については、集会所へ移行することで地域住民との協議が整い、平

成３０年度中に分館を解体し、同敷地内に集会所の建設を予定している。 

公共施設等総合管理計画に基づき、地域との協議及び集会所移行の条件が整った石巻中央公民館

駅前新町分館について、集会所として地域コミュニティの拠点施設に移行し、当該分館を廃止する

もの。 

 

(1) 主な内容 

【廃止する施設】 

石巻中央公民館駅前新町分館 

① 土地 

所 在 地：石巻市東中里一丁目６番１号 

    地 目：宅地 



 

    面 積：３００．８２㎡ 

② 建物 

建築年月：昭和４４年３月 

建築面積：１７２．７３㎡ 

    構  造：木造２階建て 

 

(2) 今後の予定 

平成３０年６月 市議会第２回定例会へ石巻市公民館条例の一部改正を提案 

石巻市教育委員会の組織等に関する規則及び石巻市公民館地域分館活動要綱の

一部改正（平成３０年７月１日施行予定） 

      ７月 解体工事開始予定 

 

[報告事項] 

１ 予防接種における事故災害補償金額の引上げについて（健康部） 

「予防接種法施行令の一部を改正する政令」及び「新型インフルエンザ予防接種による健康被害

の救済に関する特別措置法施行令の一部を改正する政令」が平成３０年３月３０日に公布され、同

年４月１日から施行された。 

  これに伴い、全国市長会予防接種事故賠償補償保険の保険金額の一部が改正された。 

全国市長会予防接種事故賠償補償保険制度の一部改正に伴い、石巻市予防接種事故災害補償規則

で定める補償金額を改正するもの。 

 

(1) 主な内容 

予防接種における事故災害補償金額を以下のとおり変更する。 

 改 正 現 行 

ア 死亡補償金 ４３，６００，０００円 ４３，４００，０００円 

イ 障害の場合 

(ｱ) １級 ４３，６００，０００円 ４３，４００，０００円 

(ｲ) ２級 ２９，０３２，０００円 ２８，８９９，０００円 

(ｳ) ３級 ２２，１６３，０００円 ２２，０６２，０００円 

対象の予防接種：予防接種法の規定によらず市が実施する予防接種（おたふくかぜ・水痘(３歳以上)） 

 

(2) 今後の予定 

特になし 

 

２ 放課後児童支援員の資格要件の緩和について（福祉部） 

地方分権提案募集において、放課後児童クラブの勤務経験は豊富だが、高校を卒業していないた

めに、放課後児童支援員になれない者がいることから、資格要件を緩和すべきとの提案があり、「放

課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部を改正する省令」が平成３０年３月３０

日に改正され、同年４月１日から施行された。 

これに伴い、高等学校を卒業していない者であっても、５年以上の放課後児童クラブでの実務経

験があれば、放課後児童支援員としての資格要件を満たすこととした。 

放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、石巻市放課後児童健全



 

育成事業の設備及び運営に関する基準で定める放課後児童支援員の資格要件の緩和を図るもの。 

 

(1) 主な内容 

高等学校を卒業していない者であっても放課後児童クラブで５年以上の実務経験があり、かつ、市

長が適当と認めた者については放課後児童支援員となれるよう、資格要件を緩和するもの。 

 

(2) 今後の予定 

平成３０年６月 市議会第２回定例会に石巻市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する

基準を定める条例の一部改正を提案（平成３０年６月施行予定） 

 

[その他] 

・石巻市防災センター開所式典について（総務部） 

 

以 上 


